
分類一覧 別添２

地域

全国

都道府県

北海道 埼玉 岐阜 鳥取 佐賀

青森 千葉 静岡 島根 長崎

岩手 東京 愛知 岡山 熊本

宮城 神奈川 三重 広島 大分

秋田 新潟 滋賀 山口 宮崎

山形 富山 京都 徳島 鹿児島

福島 石川 大阪 香川 沖縄

茨城 福井 兵庫 愛媛

栃木 山梨 奈良 高知

群馬 長野 和歌山 福岡

注：「北海道～沖縄」（以下「都道府県」という。）は、「労働者の種類」「雇用形態１」

「役職」「勤続年数階級」「所定内給与額階級」との集計は行わない。

企業規模１ 企業規模２

１０人以上計 １００人以上計

１，０００人以上 １，０００人以上

１００～９９９人 ３００～９９９人

１０～９９人 １００～２９９人

注：「役職」との集計は行わない。

産業大分類

調査産業計

Ｄ鉱業

Ｅ建設業

Ｆ製造業

Ｇ電気・ガス・熱供給・水道業

Ｈ情報通信業

Ｉ運輸業

Ｊ卸売・小売業

Ｋ金融・保険業

Ｌ不動産業

Ｍ飲食店、宿泊業

Ｎ医療、福祉

Ｏ教育、学習支援業

Ｐ複合サービス事業

Ｑサービス業(他に分類されないもの） 　

注：「労働者の種類」「役職」との集計は行わない。

企業規模

産業分類
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産業中分類

E06 総合工事業 J49～54 卸売業

E07 職別工事業(設備工事業を除く） J55～60 小売業

E08 設備工事業 J55　各種商品小売業

F09 食料品製造業 J56　織物・衣服・身の回り品小売業

F10 飲料・たばこ・飼料製造業 J57　飲食料品小売業

F11 繊維工業(衣服、その他の繊維製品を除く） J58　自動車・自転車小売業

F12 衣服・その他の繊維製品製造業 J59　家具・じゅう器・機械器具小売業

F13 木材・木製品製造業(家具を除く） J60　その他の小売業

F14 家具・装備品製造業 K61　銀行業

F15 パルプ・紙・紙加工品製造業 K62　協同組織金融業

F16 印刷・同関連業 K64　貸金業、投資業等非預金信用機関

F17 化学工業 K65　証券業、商品先物取引業

F19　プラスチック製品製造業(別掲を除く） K67　保険業(保険媒介代理業、保険サービス業を含む） 　

F20  ゴム製品製造業 M70・71　飲食店

F22  窯業・土石製品製造業 M72　宿泊業

F23　鉄鋼業 N73　医療業

F24　非鉄金属製造業 N75  社会保険・社会福祉・介護事業

F25　金属製品製造業 O76  学校教育

F26　一般機械器具製造業 O77　その他の教育、学習支援業

F27　電気機械器具製造業 P78　郵便局(別掲を除く）

F28　情報通信機械器具製造業 P79　協同組合(他に分類されないもの）

F29　電子部品・デバイス製造業 Q80　専門サービス業(他に分類されないもの）

F30　輸送用機械器具製造業 Q81　学術・開発研究機関

F31　精密機械器具製造業 Q82　洗濯・理容・美容・浴場業

F32　その他の製造業 Q83　その他の生活関連サービス業

G33　電気業 Q84　娯楽業

G36　水道業 Q85　廃棄物処理業

H37　通信業 Q86　自動車整備業

H38　放送業 Q87　機械等修理業(別掲を除く）

H39　情報サービス業 Q88　物品賃貸業

H41　映像・音声・文字情報制作業 Q89　広告業

I42　 鉄道業 Q90　その他の事業サービス業

I43　 道路旅客運送業 Q91　政治・経済・文化団体

I44　 道路貨物運送業

I47　 倉庫業

I48　 運輸に附帯するサービス業　

注：「労働者の種類」「雇用形態１」「雇用形態２」「役職」との集計は行わない。
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性

性 雇用形態１ 雇用形態２

男女計 雇用形態計 雇用形態計

男 正社員・正職員計 正社員・正職員計

女 正社員・正職員以外計 正社員・正職員以外計

雇用期間の定め無し計 注：「産業中分類」「役職」

学歴 雇用期間の定め有り計 　　との集計は行わない。

正社員・正職員のうち雇用期間の定め無し

学歴 正社員・正職員のうち雇用期間の定め有り

学歴計 正社員・正職員以外のうち雇用期間の定め無し

中卒 正社員・正職員以外のうち雇用期間の定め有り

高卒 注：「都道府県」「産業中分類」「役職」との集計は行わない。

高専・短大卒

大学・大学院卒

注：「労働者の種類」との集計は行わない。 役職

年齢 役職

役職計

年齢 部長級

年齢階級計 課長級

～１７歳 係長級

１８～１９ 職長級(産業ＤＥＦのみ）

２０～２４ 非役職

２５～２９ 注：「役職」の調査対象は、企業全体の常用労働者が１００人以上

３０～３４ 　　の事業所である。

３５～３９ 　　「都道府県」「企業規模１」「企業規模２」「産業大分類」

４０～４４ 　　「産業中分類」「労働者の種類」「雇用形態１」「雇用形態２」

４５～４９

５０～５４

５５～５９

６０～６４

６５歳～ 勤続年数階級

勤続年数計

０年

１～２年

労働者の種類 ３～４年

生産労働者 ５～９年

管理・事務・技術労働者 １０～１４年

注：「労働者の種類」の調査対象は、「産業大分類」D,E,F １５～１９年

　　の事業所であり、報告書等で公表している。 ２０～２４年

２５～２９年

　　ない。 ３０年以上

注：「都道府県」「所定内給与額階級」との集計は行わない。

雇用形態

勤続年数階級

労働者の種類

　　との集計は行わない。

　　「都道府県」「学歴」「役職」との集計は行わ
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所定内給与額階級

所定内給与額階級計

～９９．９千円

１００．０～１１９．９

１２０．０～１３９．９

１４０．０～１５９．９

１６０．０～１７９．９

１８０．０～１９９．９

２００．０～２１９．９

２２０．０～２３９．９

２４０．０～２５９．９

２６０．０～２７９．９

２８０．０～２９９．９

３００．０～３１９．９

３２０．０～３３９．９

３４０．０～３５９．９

３６０．０～３７９．９

３８０．０～３９９．９

４００．０～４４９．９

４５０．０～４９９．９

５００．０～５４９．９

５５０．０～５９９．９

６００．０～６９９．９

７００．０～７９９．９

８００．０～８９９．９

９００．０～９９９．９

１０００．０～１１９９．９

１２００．０千円～

注：「都道府県」「勤続年数階級」との集計は行わない。

所定内給与額階級
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